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「特別養護老人ホーム オズ」 

重要事項説明書 

 

 

 

 

 

 当施設はご契約者に対して指定介護老人福祉施設入所者生活介護サービスを提供します。

施設の概要や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次の通りご説

明申し上げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当事業所は介護保険の指定を受けています。 

（大阪府指定 第 ２７７０６０００７６号） 
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１．施設経営法人 

（１）法人名       社会福祉法人 サポートハウス 

（２）法人所在地     大阪府泉大津市菅原町１０番３３号 

（３）電話番号      ０７２５－３３－６００１ 

（４）代表者氏名     理事長  鈴木 章司 

（５）設立年月日     平成 １０年 １月 ２１日 

（６）ホームページ    http：// www. oz‐tokuyo. jp / 

（７）E－mail       suport @ xj8. so‐net. ne. jp 

 

 

２．ご利用施設 

（１）施設の種類     指定介護老人福祉施設 

              平成１２年 ４月 １日指定  

              介護保険事業所番号 大阪府指定 第 ２７７０６０００７６号 

（２）建物の構造     鉄骨鉄筋コンクリート造 地上４階 

（３）建物の延べ床面積   ３，３１２㎡ 

（４）施設の目的      指定介護老人福祉施設は、介護保険法令に基づき、ご契約者（利 

用者）が、その有する能力に応じ可能な限り自立した日常生活を営 

むことが出来るように支援する事を目的として、ご契約者に、日常 

生活を営むために必要な居室及び共用施設等をご利用いただき、介 

護福祉施設サービスを提供します。 

この施設は、身体上又は精神上著しい障がいがあるために常時の介 

護を必要とし、かつ、居宅においてこれを受けることが困難な方が 

ご利用いただけます。 

（５）施設の名称     特別養護老人ホーム オズ  

（６）施設の所在地    大阪府泉大津市菅原町１０番３３号 

（７）電話番号      ０７２５－３３－６００１ 

（８）管理者       鈴木 美幸 

（９）当事業所の      地域の方々から信頼され、親しみをもった地域密着型の施設を目 

運営方針       指し、入所者の方々との信頼関係を高め、心と心の触れ合いを大切 

し、心豊かに生きることの喜びを感じ得る生活の場を築きます。 

又、利用者の身体的側面の支援に留まらず、主体性や人格の尊厳、 

人権等に配慮しながら自立支援に基礎を置き、暖かでゆったりした 

生活が出来る環境を整える。 

（１０）開設年月日        平成 １１年 ４月 １日 

（１１）入所定員     ５８名 

（１２）併設事業 

当施設では、次の事業を併設して実施しています。 

      「居宅介護支援事業所」平成１１年１０月２９日  大阪府第 2770600027号 

      「指定訪問介護事業所」平成１１年１０月２９日  大阪府第 2770600050号 
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      「指定通所介護事業所」平成１１年１０月２９日  大阪府第 2770600068号 

      「指定短期入所介護事業所」平成１１年１０月２９日  大阪府第 2770600076 号 

       ※介護予防の事業も併せて実施しています。 

 

 

３．施設入居対象者 

（１）当施設に入居頂けるのは、原則として要介護３以上と認定された方となります。但し、要

介護１又は２の認定者においても、特定入所の要件に該当する方は、入所申し込みの対象

となります。また既に入所されている方であっても、『要介護３以上の方が、要介護２以

下と認定された場合』又は特定入所であっても『要支援と認定された場合』には、退所し

て頂くこととなります。 

（２）入居契約の締結前に、事業者から感染症等に関する健康診断を受け、その診断書の提出を 

お願いする場合があります。ご契約者はこれにご協力下さるようお願いします。 

（３）契約締結からサービス提供までの流れ（契約書第２条参照） 

    ご契約者に対する具体的なサービス内容やサービス提供方針については、入居前後に作成 

する「施設サービス計画（ケアプラン）」に定めます。 

「施設サービス計画（ケアプラン）」の作成、及びその変更は次の通り行います。 

 

 

 

 

４．居室の概要 

（１）居室等の概要 

当施設では以下の居室・設備をご用意しています。利用される居室は個室と多床室です。 

１．当施設の介護支援専門員（ケアマネジャー）に施設サービス計画の原案 

作成やそのために必要な調査等の業務を担当させます。 

 

２．その担当者は施設サービス計画の原案について、ご契約者及びその家族 

等に対して説明し、同意を得た上で決定します。 

 

３．施設サービス計画は、要介護認定有効期間（通常６か月）に１回、もし 

くはご契約者及びその家族等の要請に応じて変更の必要があるかどうか 

を確認し、変更の必要があると認められた場合には、ご契約者及びその 

家族等と協議して、施設サービス計画を変更します。 

４．施設サービス計画が変更された場合には、ご契約者に対して書面を交付 

  し、その内容を確認していただきます。 
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施設の指定する居室以外への入居をご希望される場合は、その旨お申し出下さい。（但し、ご 

契約者の心身の状況や居室の空き状況等により、ご希望に沿えない場合もあります。） 

 

居室・設備の種類 室 数 備   考 

個室（１人部屋） １４室  

２人部屋  ２室  

４人部屋 １０室  

合計 ２６室  

食堂  ３室 各階に１室 

機能訓練室  １室 [主な設備機器] 平行棒・矯正鏡・肋木滑車等 

浴 室  ２室 一般浴室（リフト浴含む）・特殊浴室 

医務室  １室  

※ 上記は、厚生労働省が定める基準により、指定介護老人福祉施設に必置が義務付けられて 

いる施設・設備です。この施設・設備の利用にあたって、ご契約者に特別にご負担いただ 

く費用は、個人により異なってきます。 

※ 居室の変更：ご契約者から居室の変更希望の申し出があった場合は、居室の空き状況によ 

り施設でその可否を決定します。又、ご契約者の心身の状況により、居室を変更する場合 

があります。その際には、ご契約者やご家族と協議の上、決定するものとします。 

※ 居室の特記事項：トイレ・洗面所は居室内部に設置、インテリアは生活の場としての「や 

すらぎ」を感じる工夫をしています。また、水にこだわり、超活水器を設置することで、 

全館に“身体にやさしい”水を提供しています。 

 

 

５．職員の配置状況 

当施設では、ご契約者に対して指定介護老人福祉施設サービスを提供する職員として、以下 

の職種の職員を配置しています。 

 

＜主な職種の配置状況＞ ※ 各職種の配置については、指定基準を遵守しています。 

職   種 常勤換算 指定基準 

１．事業所長（管理者） １名 １名 

２．介護職員 ２５名 １５名 

３．生活相談員 １名 １名 

４．介護支援専門員 １名 １名 

５．看護職員 ３名 ３名 

６．機能訓練指導員 １名 １名 

７．嘱託医師 「１」名 「１」名 

８．管理栄養士 １名 １名 

９．事務職員 １名 １名 
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※ 常勤換算：職員それぞれの週あたりの勤務延時間総数を当事業所における 

常勤職員の所定勤務時間数（例：週４０時間）で除した数です。 

（例）週８時間勤務の介護職員が５名いる場合、常勤換算では、 

１名（５時間×８名÷４０時間＝１名）となります。 

 

＜主な職種の勤務体制＞  

職  種 勤 務 体 制 

１．介護職員 標準的な時間帯における基本配置人員 

早出： ７：３０ ～ １６：３０            ３名 

日勤：１０：００ ～ １９：００        ３～４名 

遅出：１１：００ ～ ２０：００       ３名 

夜勤：１７：００ ～ １０：００       ３名 

２．生活相談員及び 

  介護支援専門員 

日中： ８：３０ ～ １７：３０       １名 

    ９：００ ～ １８：００       １名 

３．看護職員 標準的な時間帯における基本配置人員 

日中： ８：３０ ～ １７：３０       １名 

日中： ９：３０ ～１８：３０            １名 

４．機能訓練指導員 看護職員の兼務 

５．嘱託医師 毎週金曜日 １４：００ ～１７：００   １名 

６．管理栄養士 日中： ９：００ ～ １８：００       １名 

 

＜職務内容＞  

   一．管理者 

施設の従事者の管理、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行う。管理者に事故 

あるときは、あらかじめ理事長が定めた従事者が管理者の職務を代行します。 

   二．介護職員 

入居者の日常生活の介護、相談及び援助業務に従事します。 

   三．生活相談員 

    入居者の心身の状況、その置かれている環境等の的確な把握に努め、入居者又はその家族 

の相談に応じるとともに、必要な助言その他の援助を行います。 

   四．介護支援専門員 

入居者の有する能力、その置かれている環境等の評価を通じて、入居者が自立した日常生 

活を営む上での課題を把握し、施設サービス計画の原案を作成し、必要に応じて変更を行 

います。 

   五．看護職員 

医師の診療補助及び医師の指示を受けて、入居者の看護、施設の保健衛生業務に従事しま 

す。 

   六．機能訓練指導員 

入居者の日常生活を営むのに必要な機能を改善し、又はその減退を防止するための各種訓 
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練を行います。 

   七．嘱託医師 

    入居者の健康管理、療養上の指導及び施設の保健衛生の管理指導に従事します。 

八．管理栄養士 

入居者に提供する食事の管理、入居者の栄養指導に従事します。 

九．事務員 

施設の庶務業務及び会計事務に従事します。 

 

 

６．当施設が提供するサービスと利用料金 

当施設では、ご契約者に対して以下のサービスを提供します。 

当施設が提供するサービスについては、「（１）利用料金が介護保険から給付される場合」と 

「（２）利用料金の全額をご契約者に負担いただく場合」とがあります。 

 

 （１）介護保険の給付の対象となるサービス（契約書第３条参照） 

    以下のサービスについては、利用料金の９割もしくは８割又は７割が、介護保険から給付 

されます。 

 

   ＜サービスの概要＞ 

   ① 食事 

・ 食品の種類及び調理方法について常に工夫し、栄養士（管理栄養士）の立てる献立によ 

り、栄養並びにご契約者の心身の状況及び嗜好を考慮した食事を提供します。 

・ ご契約者の自立支援のため、離床して共同生活室にて食事を摂っていただくことを原則 

としています。但し、食堂で食事を摂ることが出来ないご契約者にあたっては、居室に 

配膳し、必要な食事補助を行います。 

     （食事時間） 朝食：８：００～   昼食：１２：００～   夕食：１８：００～ 

   ② 入浴 

・ ご契約者の状態に応じ、一般浴・リフト浴・特別浴（座位保持が困難な方を対象）にて、 

週２回以上入浴することが出来ます。 

   ③ 排泄 

・ 排泄の自立を促すため、ご契約者の身体能力を最大限活用した援助を行います。 

   ④ 機能訓練 

・ 機能訓練指導員、介護及び看護職員により、ご契約者の心身等の状況に応じて、日常生 

活を送るのに必要な機能の回復、又はその減退を防止するための訓練を実施します。 

   ⑤ 口腔ケア 

・ 日々の口腔内の清潔や衛生管理に努めるため、口腔内の特徴やそれに伴う周辺の影響な 

どを十分に把握した上で、毎日食後に口腔ケアを行います。 

⑥ 健康管理 

・ 医師（嘱託医）や看護職員を中心として、健康管理を行います。 
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⑦ その他自立への支援 

・ 寝たきり防止のため、でき得る限り離床した生活となるよう配慮します。 

・ 生活のリズムを考慮し、毎朝夕の着替え、更衣を行うよう配慮します。 

・ 清潔で快適な生活が送れるよう、適切な整容が行われるよう援助します。 

 

 （２）介護保険の給付の対象とならないサービス（契約書第４条参照） 

    以下のサービスについては、利用料金の全額がご契約者の負担となります。 

 

   ＜サービスの概要と利用料金＞ 

① 居住に要する費用（光熱水費及び室料（建物設備等の減価償却費等）） 

・ 当施設を使用し滞在されるにあたり、ご負担していただく費用です。 

但し、介護保険負担限度額認定証の発行を受けている方につきましては、その認定証に 

記載された居住費 の金額（１日あたり）のご負担となります。 

※ 外出・外泊・入院等で居室を空けておく場合にも料金が発生します。 

  １日当たり 個室：１，２３１円   多床室：９１５円 

 

   ② 食事の提供に要する費用（食材料費及び調理費） 

・ ご契約者に提供する食事の材料費及び調理費にかかる費用です。（１日あたり１，４４５ 

円）但し、介護保険負担限度額認定証の発行を受けている方につきましては、その認定 

証に記載された食費の金額（１日あたり）のご負担となります。 

 

   ③ 特別な食事（アルコールを含む） 

・ ご契約者の希望に基づいて、特別な食事を提供します。 

〇 施設で定められた食事以外 ： 要した費用の実費（税込） 

〇 施設で定められた食事に替わる場合 ： 要した費用の実費から、所定の食事代を 

差し引いた金額 

 

   ④ 理容・美容 

・ ご希望により、月１回、理容師・美容師の出張による理髪・美容サービスをご利用いた 

だけます。 

〇 カット ： ２，０００円   〇 顔剃り （カット込) ： ２，６００円 

〇 毛染めのみ ： ４，３００円   〇 毛染め（カット込） ： ６，３００円 

〇 パーマ（カット込） ： ６，５００円 

 

   ⑤ 日常生活上必要となる諸費用 

・ ご契約者の日常生活に要する費用のうち、ご契約者にご負担いただく事が適当であるも 

のにかかる費用の実費をご負担していただきます。 

おむつ代は介護保険給付の対象になっていますのでご負担の必要はありません。 

但し、入院・外泊・外出時の使用分及び当施設で使用している以外の銘柄を指定される 

場合は、実費負担となります。 
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         〇 ご契約者の希望により施設が提供する教養娯楽費 ： 実費 

〇 ご契約者の希望により実施するインフルエンザワクチン等の健康管理費 ： 実費 

〇 ご契約者の希望により持ち込まれた機器の電気料金 

・テレビ：３００円／月  ・電気毛布：９００円／月 

〇 ご契約者の希望により施設が提供する飲食物代 

・おやつ：５０円／日  ・嗜好飲料：１００円／日 

     〇 ご契約者の身体状況の低下により必要と判断した栄養補強食品 ： 実費 

〇 ご契約者の身体状況の低下により必要と判断したとろみ剤費 ： ２５円／日 

 

   ⑥ 契約書第１９条に定める所定の料金 

・ ご契約者及び家族が、契約終了後も居室を明け渡さない場合等に、本来の契約終了日か 

ら現実に居室が明け渡された日までの期間に係る料金。 

         〇 １日あたり １５，０００円（一律） 

 

   ⑦ 小口現金等出納管理費 

・ ご希望により、別に定める預り金管理規程に基づき、施設にて小口現金等の貴重品の管 

理を行うことにかかる料金。 

         〇 お預かりするもの ： 運営規程第９条第３項（５）に規定する金品 

         〇 統括管理責任者  ： 事業所長 

         〇 出納担当者    ： 生活相談員等 

〇 出納方法      ： 特別養護老人ホーム オズ預かり金管理規程参照 

     〇 利用料金     ： １か月あたり １，５００円 

 

※ 経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、事業者は、ご契約者に対し 

て当該サービス利用料金を相当な額に変更することができます。その場合、変更の内容 

と変更する事由について、当事業所より事前にご説明いたします。 

 

 （３）サービス利用料金（１日あたり） 

   下記の料金表によって、ご契約者の要介護度に応じたサービス利用料金から、介護保険給付 

額を差し引いた差額分（自己負担額）と、利用居室料金（居住費）と食事代（食材料費・調理 

費）をお支払い下さい。 

なお、サービス利用料金につきましては、ご契約者の要介護度及び被保険者の所得区分に応 

じて、又、利用居室料金（居住費）と食事代（食材料費・調理費）につきましても、ご契約者 

の所得区分により異なります。 

 

① 介護福祉施設介護サービス費 （１日あたり自己負担額 ） 

要介護 １ 要介護 ２ 要介護 ３ 要介護 ４ 要介護 ５ 

６０５円 ６７７円 ７５２円 ８２４円 ８９５円 

※ 自己負担が２割または３割の方は、上記負担額を乗じて下さい。 
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② 介護福祉施設介護サービス費 体制加算 ： 当事業所が要件を満たした場合に、ご契約者全 

員に対し加算されます。（詳細は別紙１に記載） 

 

③ 介護福祉施設介護サービス費 個別加算 ： ご契約者の心身の状態が要件の対象となった場 

合に、ご契約者個々に対し加算されます。 

（詳細は別紙２及び３に記載） 

 

 ④ 居住費自己負担額（介護保険給付対象外） （１日あたり自己負担額） 

介護保険負担限度額認定証に記載されている額 
【 基準額 】 

 第１段階 第２段階 第３段階 ① 第３段階 ② 

個 室 ３８０円 ４８０円 ８８０円 ８８０円 １，２３１円 

多床室   ０円 ４３０円 ４３０円 ４３０円    ９１５円 

 

⑤ 食費自己負担額（介護保険給付対象外） （１日あたり自己負担額） 

介護保険負担限度額認定証に記載されている額 
【 基準額 】 

第１段階 第２段階 第３段階 ① 第３段階 ② 

３００円 ３９０円 ６５０円 １，３６０円 １，４４５円 

 

※ ご契約者がまだ要介護認定を受けていない場合には、サービス利用料金の全額を一旦お支 

払いいただきます。要介護認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護保険から払い戻 

されます。（償還払い） 

 

※ 介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、ご契約者の負担額 

を変更します。 

 

※ 介護保険負担限度額認定証の発行を受けている方は、その認定証に記載された食費及び居 

住費額のご負担となります。 

   □ 第１段階  ： 世帯全員が市民税非課税で、老齢福祉年金を受給されている方 

   □ 第２段階  ： 世帯全員が市民税非課税で、年金収入金額と合計所得金額の合計が、 

８０万円以下の方 

  □ 第３段階① ： 世帯全員が市民税非課税で、年金収入金額と合計所得金額の合計が、 

８０万円 ～ １２０万円以下の方 

□ 第３段階② ： 世帯全員が市民税非課税で、年金収入金額と合計所得金額の合計が、 

１２０万円以上の方 

   □ 第４段階  ： 本人が市町村民税課税者もしくは、世帯に課税者がいる方 

 

※ 第１段階から第３段階の方は、配偶者も市民税非課税であり、且つ預貯金額などが単身で 

５００万円等以下（夫婦の場合は１，０００万円を上乗せ）である事も要件となります。 
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 （４）利用料金のお支払い方法（契約書第５条参照） 

    前記（１）、（２）の料金及び費用は、１か月ごとに計算して、ご請求いたしますので、翌月 

２２日（指定金融機関定休日の場合はその翌営業日）までに、以下の方法でお支払いいただき 

ます。なお、１か月に満たない期間のサービスに関する利用料金は、利用日数に基づいて計算 

した金額とします。 

     □ 金融機関口座からの自動引き落とし（引き落とし手数料は事業者負担） 

 

 （５）入居中の医療の提供について 

    医療を必要とする場合は、ご契約者の希望により、下記協力医療機関にて診療や入院治療を 

受けることができます。（但し、下記医療機関での優先的な診療・入院治療を保証するもので 

はありません。また、下記医療機関での診療や入院治療を義務付けるものでもありません。） 

 

   ① 協力医療機関 

医療機関の名称 医療法人 泉秀会  かわい病院 

診療科目 内科・整形外科・小児科 

所 在 地 泉大津市豊中町２丁目６番５号 

連 絡 先 ０７２５－２１－６２２２ 

 

医療機関の名称 医療法人 錦秀会  阪和第二泉北病院 

診療科目 
内科・外科・整形外科・麻酔科・放射線診断禍・眼科・ 

リハビリテーション科・歯科口腔外科・嚥下外来 

所 在 地 堺市中区深井北町３１７６番地 

連 絡 先 ０７２－２７７－１４０１ 

 

   ② 協力歯科医療機関 

医療機関の名称 医療法人 成智会  石橋歯科医院（訪問していただきます） 

所 在 地 堺市堺区北瓦町２丁１－１７ 双葉ビル２Ｆ 

連 絡 先 ０７２－２２３－８８４７ 
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７．施設を退居していただく場合（契約の終了について）（契約書第１３条参照） 

当施設との契約では、契約が終了する期日は特に定めていません。したがって、以下のような 

事由がない限り、継続してサービスを利用することができますが、仮にこのような事項に該当す 

るに至った場合には、当施設との契約は終了し、ご契約者に退居していただくことになります。 

 

① 要介護認定により、ご契約者の心身の状況が要介護２以下と認定された場合、及び特例入

所の方が要支援と認定された場合 

② 事業者が解散、破産した場合、又はやむを得ない事由により当施設を閉鎖した場合 

③ 施設の滅失や重大な毀損により、ご契約者に対するサービスの提供が不可能になった場合 

④ 当施設が介護保険の指定を取り消された場合、又は指定を辞退した場合 

⑤ ご契約者から退居の申し出があった場合（詳細は以下の（１）をご参照下さい。） 

⑥ 事業者から退居の申し出を行った場合（詳細は以下の（２）をご参照下さい。） 

 

 （１）ご契約者からの退居の申し出（中途解約・契約解除）（契約書第１４条・第１５条参照） 

契約の有効期間であっても、ご契約者は当施設からの退居を申し出ることができます。 

その場合には、退居を希望する７日前までに解約届出書をご提出下さい。但し、以下の場合に 

は、即時に契約を解約・解除し、施設を退居する事が出来ます。 

 

① 介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合 

② 施設の運営規程の変更に同意できない場合 

③ ご契約者が入院された場合 

④ 事業者もしくはサービス従事者が、正当な理由なく本契約に定める介護福祉施設サービス

を実施しない場合 

⑤ 事業者もしくはサービス従事者が、守秘義務に違反した場合 

⑥ 事業者もしくはサービス従事者が、故意又は過失によりご契約者の身体・財物・信用等を

傷つけ、又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認められる場合 

⑦ 他の利用者が、ご契約者の身体・財物・信用等を傷つけた場合もしくは傷つける恐れがあ

る場合において、事業者が適切な対応をとらない場合 

 

 （２）事業者からの申し出により退居していただく場合（契約解除）（契約書第１６条参照） 

以下の事項に該当する場合には、当施設から退居していただくことがあります。 

 

① ご契約者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこれを

告げず、又は不実の告知を行い、その結果、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせ

た場合 

② ご契約者による、サービス利用料金の支払いが３か月以上遅延し、相当期間を定めた勧告

にも関わらずこれが支払われない場合 

③ ご契約者が、故意又は重大な過失により事業者又はサービス従事者もしくは他の利用者等

の生命・身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行うことなどによって、本
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契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

④ ご契約者が、連続して１か月以上病院又は診療所に入院すると見込まれる場合もしくは入

院した場合 

⑤ ご契約者が、介護老人保健施設又は介護療養型医療施設等の他施設へ入所した場合 

 

（３）ご契約者が病院等に入院された場合の対応について（契約書第１８条参照） 

当施設に入居中に医療機関への入院の必要が生じた場合の対応は以下の通りです。 

① ６日間以内の短期入院の場合 

６日間（複数の月にまたがる場合は１２日間）以内に退院された場合は、退院後再び当 

施設に入居することができます。但し、入院期間中であっても、１日あたり２５３円の外 

泊時加算費用をご負担いただきます。 

② ７日間以上１か月以内の入院の場合 

１か月以内に退院された場合には、退院後再び当施設に入居することができます。 

この場合、上記 ① の利用料金（１日あたり２５３円）のご負担はありませんが、居住費 

として１日あたり個室：１，２３１円・多床室：９１５円（入院中のため、利用者負担限 

度額認定証は適用されません）をお支払いいただきます。 

   ③ １か月以上の入院の場合 

１か月以上の入院継続が見込まれる場合には、契約を解除する場合があります。但し、

契約を解除した場合であっても３か月以内に退院された場合には、再び当施設に入居でき

るように努めます。（※ 当施設への優先的な入居を保証するものではありません。） 

 

 （４）円滑な退居のための援助（契約書第１７条参照） 

ご契約者が当施設を退居する場合には、ご契約者の希望により、事業者はご契約者の心身の 

状況及び置かれている環境等を勘案し、円滑な退居のために必要な以下の援助をご契約者に対 

して速やかに行います。 

① 適切な病院もしくは診療所又は介護老人保健施設等の紹介 

② 居宅介護支援事業所の紹介 

③ その他保健医療サービス又は福祉サービス事業者の紹介 

 

 

８．秘密保持と個人情報の取り扱い（使用同意など）（契約書第８条参照） 

（１）利用目的 

   事業者及び事業者の使用する者（以下「従業者」という。）は、サービスを提供する上で知 

り得たご契約者及びそのご家族の個人情報を正当な理由なく第三者に漏らしません。又、この 

守秘義務は、サービス提供契約が終了した後においても継続します。 

事業者は、ご契約者及びそのご家族からあらかじめ文書で同意を得ない限り、サービス担当者 

会議や下記の目的等において、ご契約者及びそのご家族の個人情報を用いません。 

   ① ご契約者に提供する介護サービス等 

   ② 介護保険事務 

   ③ ご契約者のために行う管理運営業務 
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（入退居等の管理、会計、事故報告、介護及び医療サービスの向上等） 

   ④ 施設の管理運営業務 

    （介護サービスや業務の維持改善にかかる基礎資料の作成、施設において行われる学生等 

への実習への協力、職員の教育のために行う事例研究等） 

 

（２）第三者への提供 

   当施設では、下記の利用目的のためにご契約者及びご家族等の個人情報を第三者に提供する 

ことがあります。 

   ① 介護保険事務などの施設業務の一部を外部事業者へ業務委託を行う場合 

   ② 他の介護保険事業所等との連携（サービス担当者会議等）及び連絡調整が必要な場合 

   ③ ご契約者の受診等にあたり、外部の医師の意見及び助言を求めるための会議記録やケアプ 

ラン等を提供する場合 

   ④ ご家族等への心身の状態や生活状況の説明 

   ⑤ 研修等の実習生やボランティアの受け入れにおいて必要な場合 

   ⑥ 保険事務の委託（一部委託含む） 

   ⑦ 損害賠償保険などの請求にかかる保険会社等への相談又は届出等 

   ⑧ 保険者等、行政機関や他の関係機関からの照会への回答 

   ⑨ 外部監査機関、評価機関等への情報提供 

   ⑩ 介護保険審査支払機関へのレセプト請求及び介護保険審査支払機関からの照会への回答 

（３）ご契約者に関するお問い合わせへの対応 

   当施設では、ご契約者に関する来訪や電話でのお問い合わせに対し、慎重に対応しており、 

ご契約者のプライバシーに関わる個人情報につきましては、上記（２）の場合を除き、外部に 

対し情報提供はいたしませんが、ご契約者が施設を利用されているかどうかについてのみ情報 

提供させていただきます。お問い合わせに対し回答して欲しくない方の指定や、提供する情報 

の範囲についてご希望がある場合はお申し出下さい。 

 

（４）施設内での写真の掲示及び施設広報誌等での氏名・写真の掲示 

   当施設では、行事等にかかる写真記録等を、ご契約者の方々の楽しみの一環として施設内に 

掲示する場合があります。又、ご家族や施設外の方々に施設内の様子を伝え、施設への理解を 

深めていただくために、施設広報誌等に写真を掲載することもあります。 

施設内での写真の掲示、施設広報誌等への写真の掲載について希望されない場合はお申し出下 

さい。 

 

 

９．事故発生時の対応 

当施設が、ご契約者に対して行う指定介護老人福祉施設サービスの提供により事故が発生した 

場合、速やかにご契約者のご家族、市町村等に連絡を行うとともに、賠償すべき事故の場合には、 

速やかに賠償を行うなど必要な措置を講じます。又、事故の状況及び事故に際して行った処置を 

記録するとともにその原因を解明し、再発防止のための対策を講じます。 

なお、当施設は下記の損害賠償保険に加入しています。 
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保険会社名 ： 三井住友海上火災保険会社 

保 険 名 ： 福祉事業者総合賠償責任保険 

 

 

１０．損害賠償について（契約書第１０条・第１１条参照） 

 （１）当施設において、事業者の責任によりご契約者に生じた損害については、事業者は速やか 

にその損害を賠償いたします。但し、その損害の発生について、ご契約者側に故意又は過失 

が認められる場合においてご契約者の置かれた心身の状況を斟酌して相当と認められる場

合には、事業者の損害賠償責任を減じる場合があります。 

 

（２）事業者は、自己の責に帰すべき事由がない限り、損害賠償責任を負いません。とりわけ以 

下の各号に該当する場合には、事業者は損害賠償責任を免れます。 

① ご契約者（その家族も含む）が、契約締結に際し、ご契約者の心身の状況及び病歴等の 

重要事項について、故意にこれを告げず、又は不実の告知を行ったことにもっぱら起因 

して損害が発生した場合 

② ご契約者及びご家族が、サービスの実施にあたって必要な事項に関する聴取・確認に対 

して、故意にこれを告げず、又は不実の告知を行ったことにもっぱら起因して損害が発 

生した場合 

③ ご契約者の急激な体調の変化等、事業者の実施したサービスを原因としない事由にもっ 

ぱら起因して損害が発生した場合 

    ④ ご契約者が、事業者もしくはサービス従事者の指示・依頼に反して行った行為にもっぱ 

ら起因して損害が発生した場合 

 

 

１１．身元引受人（契約書第２０条参照） 

（１）契約締結にあたり、身元引受人をお願いすることになります。 

しかしながら、ご契約者において社会通念上、身元引受人を立てることが出来ないと考えら 

れる事情がある場合には、契約締結にあたって身元引受人の必要はありません。 

（２）身元引受人には、これまで最も身近にいてご契約者のお世話をされてきた家族や親族の方 

に就任していただくのが望ましいと考えておりますが、必ずしもこれらの方に限る趣旨では 

ありません。 

（３）身元引受人は、ご契約者の利用料金等の経済的な債務については、ご契約者と連帯して、 

その債務の履行義務を負うことになります。 

   また、ご契約者が医療機関に入院する場合や当施設から退居する場合においては、その手続 

きを円滑に遂行するために必要な事務処理や費用負担などを行ったり、更には、当施設と協 

力・連携して退居後のご契約者の受け入れ先を確保するなどの責任を負うことになります。 

（４）ご契約者が入院中に死亡した場合においては、そのご遺体や残置物の引き取り等の処理に 

ついても、身元引受人がその責任で行う必要があります。 

また、ご契約者の残置物をご契約者自身が引き取れない場合には、身元引受人にこれを引き 

取っていただく場合があります。これらの引き取り等の処理にかかる費用については、ご契 



 

- 15 - 

約者又は身元引受人にご負担いただくことになります。 

（５）身元引受人が死亡したり、破産宣告を受けた場合には、事業者は新たな身元引受人を立て 

ていただくために、ご契約者にご協力をお願いする場合があります。 

 

 

１２．苦情の受付及び苦情処理の体制・手順（契約書第２２条参照） 

苦情又は相談があった場合、ご契約者の状況を詳細に把握するために状況の聞き取りや事情の 

確認を行い、ご契約者の立場を考慮しながら事実関係の特定を慎重に行います。受付担当者は、 

把握した状況を管理者とともに検討を行い、当面及び今後の対応を決定します。対応内容に基づ 

き、必要に応じて関係者への連絡調整を行うとともに、ご契約者へは必ず対応方法を含めた結果 

報告を行います。（時間を要する場合は、その旨を翌日までには連絡いたします。） 

 

（１）当施設における苦情の受付 

   当施設における苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けています。 

   ○ 苦情解決責任者 ： 鈴木 美幸 （管理者） 

   ○ 苦情受付担当者 ： 髙尾 晃司 （施設相談課 生活相談員） 

藤本 恭子 （施設相談課 介護支援専門員） 

   ○ 受付時間 ： ８：３０ ～ １７：３０（全日） 

 

（２）行政機関その他苦情受付機関 

泉大津市役所高齢介護課 

所 在 地：泉大津市東雲町９－１２ 

電話番号：０７２５－３３－１１３１ 

受付時間：９：００ ～ １７：００（平日） 

大阪府国民健康保険団体連合会 

所 在 地：大阪市中央区常盤町１－３－８ 

電話番号：０６－６９４９－５４１８ 

受付時間：９：００ ～ １７：００（平日） 

大阪府福祉部高齢介護室 

介護事業者課 

所 在 地：大阪市中央区大手前２丁目 

電話番号：０６－６９４４－７２０３ 

受付時間：９：００ ～ １８：００（平日） 

 

 

１３．緊急やむを得ず身体拘束等を行う際の手続き 

当施設は、指定介護老人福祉施設サービスの提供にあたり、当該ご契約者の生命又は保護する 

ため緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束その他ご契約者の行動を制限する行為を行いません。 

① 事故・苦情・身体拘束廃止委員会を設置する。 

②「身体拘束に関する説明書・経過観察記録」に、身体拘束にかかる態様及び時間、その際 

ご契約者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録する。 

③ ご契約者又はご家族に説明し、その他の方法がなかったか改善方法を検討する。 
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１４．高齢者虐待防止について 

当施設は、ご契約者の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げる通り必要な措置を講じ 

ます。 

  ① 研修等を通じて、従業者の人権意識の向上や知識・技術の向上に努めます。 

  ② 個別支援計画の作成など、適切な支援の実施に努めます。 

  ③ 支援にあたって従業者の悩みや苦労を相談できる体制を整えるほか、従業者がご契約者等 

の権利擁護に取り組める環境の整備に努めます。 

 

 

１５．緊急時の対応 

当施設は、サービス提供中にご契約者の身体状況の急変が生じた場合には、速やかに主治医へ 

連絡を行うなどの必要な措置を講じるとともに、ご契約者があらかじめ指定する連絡先にも連絡 

します。 

 

１６．非常災害時の対策 

当施設では、非常災害に備え、消防法に準拠した非常災害に関する具体的計画を定めるとと 

もに、定期的に避難・救出・その他必要な訓練を年３回（内、１回は夜間）行います。 

 

 

１７．サービス提供における事業者の義務（契約書第７条・第８条参照） 

当施設は、ご契約者に対してサービスを提供するにあたり、次のことを遵守します。 

 

□ ご契約者の生命、身体、財産の安全・確保に配慮します。 

□ ご契約者の体調・健康状態からみて必要な場合には、医師又は看護職員と連携の上、ご 

契約者から聴取・確認します。 

□ ご契約者が受けている要介護認定の有効期間満了日の３０日までに、要介護認定の更新 

の申請のために必要な援助を行います。 

□ ご契約者に提供したサービスについて記録を作成し、２年間保管するとともに、ご契約 

者又は代理人の請求に応じて閲覧させ、複写物を交付します。 

□ ご契約者に対する身体的拘束その他行動を制限する行為を行いません。但し、ご契約者 

又は他の利用者等の生命、身体を保護するために緊急やむを得ない場合には、記録に記 

載するなど、適正な手続きにより身体等を拘束する場合があります。 

□ 事業者、サービス従事者及び従業員は、サービスを提供する上で知り得たご契約者に関 

する事項を、正当な理由なく第三者に漏洩しません。（守秘義務） 

但し、ご契約者に医療上の必要がある場合には、医療機関等にご契約者の心身等の情報 

を提供します。また、ご契約者の円滑な退居のための援助を行う際に情報提供を必要と 

する場合には、あらかじめ文書にてご契約者の同意を得て行います。 
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１８．施設利用の留意事項 

当施設のご利用にあたって、施設に入居されている入居者の共同生活の場としての快適性、 

安全性を確保するため、下記の事項をお守り下さい。 

 

 （１）持ち込み制限 

施設利用にあたり、原則として以下の物は持ち込む事が出来ません。  

ライター等の火器 、ナイフ等の刃物類 、ペット等の生き物 、他の利用者に迷惑がか

かると思われる物 

 

（２）面会 

面会時間 ： 原則として９：００ ～ １９：００ 

※ 施設は１９：００に施錠いたします。 

※ 来訪者は必ずその都度、１階事務所窓口の面会簿にご記入下さい。 

※ 犬、猫等のペット類を連れてのご来訪は、原則禁止とさせていただきます。 

 

 （３）外出、外泊（契約者第２１条参照） 

外出、外泊を希望される場合は、２日前まで（但し、緊急やむを得ない場合は除く）にお申 

し出下さい。なお、外泊については、最長で月６日までとさせていただきます。 

 

 （４）食事 

食事が不要な場合は、前日までにお申し出下さい。 

 

 （５）施設及び設備の使用上の注意（契約者第９条参照） 

    ① 居室及び共用施設・敷地をその本来の用途に従って利用して下さい。 

    ② ご契約者に対するサービスの実施及び安全衛生等の管理上の必要があると認められる場 

合には、ご契約者の居室内に立ち入り、必要な措置を取ることができるものとします。 

但し、その場合、ご契約者のプライバシー等の保護について十分な配慮を行います。 

    ③ 故意に、又はわずかな注意を払えば避けられたにも関わらず、施設、設備を壊したり、 

汚したりした場合には、ご契約者の自己負担により原状に復していただくか、又は相当 

の代価をお支払いいただく場合があります。 

    ④ 当施設の職員や他の入居者に対し、迷惑を及ぼすような宗教活動、政治活動、営利活動 

等を行うことはできません。 

 

 （６）喫煙 

    施設で指定された喫煙スペース（正面玄関横）以外での喫煙はできません。 

    ※ 当施設の職員が付き添い対応する事はできません。 
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説明年月日 ： 令和    年   月   日 

 

□ 契約の締結にあたり、本書面に基づき重要事項の説明を行いました。 

 

   指定介護老人福祉施設 

特別養護老人ホーム オズ 

説明者職氏名 ：                    ㊞   

 

□ 契約の締結にあたり、本書面により重要事項の説明を受けました。又、契約者本人及び家族

等に関する個人情報を、本書に定める個人情報の取り扱いの範囲内において利用、提供、収

集する事について同意しました。 

令和    年   月   日  

 

 

入居契約者 住 所 ：                       

 

 

                      氏 名 ：                   ㊞   

 

 

家族又は  住 所 ：                       

代理人 

 

                       氏 名 ：                   ㊞   

                      （ご契約者との関係 ：               ） 

 

 

身元引受人 住 所 ：                       

 

 

                       氏 名 ：                   ㊞   

                      （ご契約者との関係 ：               ） 

 

□ この証として、契約当事者は本書２通を作成し署名捺印の上、各自その１通を保有します。 

 

※ この重要事項説明書は、「大阪府指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準を定め

る条例」（平成２４年大阪府条例１１７号）の規定に基づき、入居申込者又はそのご家族への重

要事項の説明のために作成したものです。 
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家族又は  住 所 ：                       

代理人 

 

                       氏 名 ：                   ㊞   

                      （ご契約者との関係 ：               ） 

 

 

家族又は  住 所 ：                       

代理人 

 

                       氏 名 ：                   ㊞   

                      （ご契約者との関係 ：               ） 

 

 

家族又は  住 所 ：                       

代理人 

 

                       氏 名 ：                   ㊞   

                      （ご契約者との関係 ：               ） 

 

 

家族又は  住 所 ：                       

代理人 

 

                       氏 名 ：                   ㊞   

                      （ご契約者との関係 ：               ） 

 

 

家族又は  住 所 ：                       

代理人 

 

                       氏 名 ：                   ㊞   

                      （ご契約者との関係 ：               ） 

 

 

 

 

 


